





























































2005 年から現在（2010 年 12 月）までの間には、
100 以上の学術論文が存在している。また、「学















42、高等学校 11）だったのが、2004 年には 576
と最大値を記録し、2009 年においても 526 であ
る。また、1992 年から 2009 年までの都道府県別
の廃校発生数も調査されており、1位は北海道で










れでも 2009 年の 1年間だけで、228 の廃校が
「利用計画がない」とされており(文部科学省









































































第 1段階もこの例に漏れない。1953 年（昭和 28




























































り、本校が 1965 年の 22,676 から 1971 年には
22,391 へと減少しているのに対して、分校は





































年の約 1,182 万人に対して、1989 年つまりは平
成元年には約 950 万人、世紀をまたいだ 2000 年
には約 725 万人にまで減少している。だたし、学
校数は 1981 年の 24,766 に対して、2000 年では
23,861 であり、児童生徒数程の減少は見せてい
ない。この状況は現在まで続き、2010 年の在籍






2008 年（平成 20 年）には、財務省の財政制度等
審議会がこの点を問題視しており、2005 年度間










から 2005 年の 3年間はある意味で圧巻である。
公立の小学校だけでも、2003 年には 275、2004
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ていた。だが 2005 年（平成 17 年）の地域再生法
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